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第１節 資源エネルギー庁 

総合エネルギー政策 

１．2017年度のエネルギー政策に関する主な動き（総論） 

１．１．資源・エネルギー政策について（全般） 

2011年３月 11日、東北地方太平洋沖地震とそれが引き

起こした津波により、東京電力株式会社福島第一原子力発

電所において未曾有の大規模かつ長期にわたる原子力事

故が発生した。この東日本大震災及び福島原発事故を受け

て、2014 年４月 11日、2030年を念頭に、第 4次エネルギ

ー基本計画を閣議決定した。この計画においては、「東京

電力福島第一原子力発電所事故で被災された方々の心の

痛みにしっかりと向き合い、寄り添い、福島の復興・再生

を全力で成し遂げる」、「震災前に描いてきたエネルギー戦

略は白紙から見直」すことを出発点とし、国民生活や経済

活動を支える、責任あるエネルギー政策を再構築するため

の、中長期的かつ総合的な政策の基本方針をまとめた。 

本計画を具体化すべく、2015 年７月には「長期エネル

ギー需給見通し」（エネルギーミックス）を決定し、エネ

ルギー基本計画における政策目標である 3E+S、安全性

（Safety）、安定供給（Energy Security）、経済効率性

（Economic Efficiency）及び環境適合（Environment）を

踏まえ、施策を講じたときに実現されるであろう 2030 年

のエネルギー需給構造の見通し、あるべき姿を示した。 

 第４次エネルギー基本計画の策定から３年が経過した

2017 年度は、第５次エネルギー基本計画の見直しの議論

を進めた。特筆すべきは、パリ協定を踏まえ、エネルギー

転換・脱炭素化という大きなテーマについて、日本が進む

べき道筋を見極めるべく、８月より２つの場を設けて議論

を開始した。一つは、経済産業大臣主催のエネルギー情勢

懇談会（情勢懇）であり、2016年 11月に発効されたパリ

協定に見られる脱炭素化への世界的なモメンタムを踏ま

え、2050 年 80％の温室効果ガス削減を目指すという目標

への対応を視野に入れた議論を開始した。この野心的な削

減目標への取組は従来の取組の延長では実現が困難であ

り、技術の革新や国際貢献での削減などが必要である。こ

のため、幅広い意見を集約し、あらゆる選択肢の追求を視

野に、情勢懇では、海外の第一線で活躍する有識者も招い

て議論を深めており、議論の成果についても、必要に応じ

てエネルギー基本計画のとりまとめに反映していくこと

としている。また、総合エネルギー資源調査会基本政策分

科会では、2030 年のエネルギーミックス実現に向けた施

策の深堀について、再エネ、省エネ、原子力、火力、資源

といった論点から議論がなされた。今後、前述の「情勢懇」

で議論している 2050 年へ向けたエネルギーの将来像の検

討成果について議論がなされ、これまでの分科会での議論

を踏まえた上で、「エネルギー基本計画」の見直しについ

ての意見が最終的にとりまとめられる。 

 また、エネルギーミックスで掲げる省エネ見通しの実現

に向けて、産業・業務部門の省エネ設備投資や貨物輸送の

効率化を促進することを目的として、①同業種やサプライ

チェーン上の複数企業の連携による省エネの推進、②ネッ

ト小売事業者を省エネ法の荷主規制の対象に確実に位置

づける、等を柱とした省エネ法の改正法案（エネルギーの

使用の合理化等に関する法律の一部を改正する法律案）を

2018 年３月９日に閣議決定し、同日、第 196 回国会に提

出した（→第１部第３章参照）。 

 

１．２．エネルギーに関する主な施策 

（１）東電福島第一原発１～４号機の廃炉・汚染水対策 

福島第一原子力発電所の廃炉・汚染水対策（以下「廃炉・

汚染水対策」という）については、2017 年９月に原子力

災害対策本部廃炉・汚染水対策関係閣僚等会議において改

訂された「東京電力ホールディングス(株)福島第一原子力

発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ」に基づ

き、取組が進められている。 

中長期ロードマップについては、①安全確保の最優先・

リスク低減重視の姿勢の堅持、②廃炉作業の進展に伴い現

場状況がより明らかになってきたことを踏まえた、廃炉作

業全体の最適化、③地域・社会とのコミュニケーションの

重視・一層の強化を基本姿勢とし、４度目の改訂を行った。
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（平成 29年９月 26日廃炉・汚染水対策関係閣僚等会議決

定）。改訂に先立っては、廃炉・汚染水対策チーム会合（平

成 29 年９月１日）において素案を提示し、その後、丁寧

に意見を集約するべく、有識者ヒアリングを行ったほか、

地元に対しても福島県原子力発電所の廃炉に関する安全

監視協議会で素案を説明した。福島県からは、廃炉に関す

る安全監視協議会や関係市町村の意見も含む形で意見提

出があり、それらを受けた反映作業を行った。また、改訂

後には第 15 回廃炉・汚染水対策福島評議会において、改

訂内容を報告したほか、定例的に行っている廃炉作業の進

捗状況の報告に併せる形で地元 13 市町村に対しても個別

に報告を行った。 

今回改訂のポイントとしては、「東京電力ホールディン

グス(株)福島第一原子力発電所の廃炉のための技術戦略

プラン 2017」（平成 29年８月 31日公表）における提言を

踏まえた、気中・横工法に軸足を置きステップ・バイ・ス

テップで行うとした燃料デブリ取り出し方針の決定や、安

全確保の徹底等の廃棄物対策の基本的考え方の取りまと

めを行ったことがあげられる。そのほか、サブドレン・海

側遮水壁・凍土壁等の予防的・重層的対策の進展を踏まえ

た、汚染水対策の維持・管理局面への転換にくわえ、帰還・

復興の進展に伴い、より丁寧な情報発信・コミュニケーシ

ョンの必要性が増したことを受け、双方向のコミュニケー

ションの充実も内容に盛り込んだ。 

廃炉対策については、使用済燃料プールからの燃料取り

出しにむけた作業を各号機で実施し、１号機については、

2018 年１月からオペレーティングフロアのガレキ撤去作

業を開始した。2号機については、建屋上部の解体に先立

って、オペレーティングフロア内へアクセスするための開

口部を 2018 年 6 月に設置し、8 月からオペレーティング

フロア内の残置物の移動・片付けを開始した。2018 年 2

月にプール内燃料取り出し用カバーを設置し、3月より燃

料取扱設備の試運転を開始した。 

また、原子炉内の状況を把握するため、調査を進めてい

る。１号機においては、格納容器底部の構造物や堆積物の

分布等を把握するための更なる調査を計画した。２号機に

おいては、2018 年１月に遠隔装置を投入し、格納容器底

部において燃料デブリと思われる堆積物を確認するとと

もに、堆積物の可動性や分布等を把握するための更なる調

査を計画した。３号機においては、2017 年７月の調査で

取得した画像の３次元復元を行い、圧力容器直下における

構造物の脱落具合やその一部が堆積物に埋まっている様

子などを視覚的に把握した。 

汚染水対策については、2013 年９月に原子力災害対策

本部で策定された「東京電力(株)福島第一原子力発電所に

おける汚染水問題に関する基本方針」における汚染水問題

の根本的な解決に向けた３つの基本方針、１.汚染源を「取

り除く」、２.汚染源に水を「近づけない」、３.汚染水を「漏

らさない」、という方針の下、対策を講じることとしてい

る。 

１.汚染源を「取り除く」対策としては、引き続き、多

核種除去設備を始めとした複数の浄化設備により汚染水

の浄化を行った。また、多核種除去設備等で浄化処理した

水の取扱いについては、「汚染水処理対策委員会」の下に

「多核種除去設備等処理水の取扱いに関する小委員会」を

設置し、風評被害など社会的な観点も含めた総合的な検討

を進めている。 

２.汚染源に水を「近づけない」対策としては、サブド

レン及び地下水ドレンの運用を継続するとともに、凍土壁

については、原子力規制委員会の認可を受けながら段階的

に凍結を実施し、2017 年８月に山側部分も含めて全ての

箇所の凍結を開始した。また、2018 年３月の「汚染水処

理対策委員会」において、深部の一部を除き凍土壁は完成

し、サブドレン等の機能と併せて地下水を安定的に制御し

建屋に地下水を近づけない水位管理システムが構築され

たことが確認された。さらに、雨水の土壌浸透を防ぐ広域

的な敷地舗装についても施工予定箇所の 94％が完成した。 

３.汚染水を「漏らさない」対策としては、引き続き、

フランジ型タンクから溶接型タンクへのリプレース等を

実施した。労働環境・労働条件の改善に向けた取組として
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は、傷病者を緊急搬送するためのヘリポートを福島第一原

子力発電所敷地内に設置し、2017 年５月に運用を開始し

た。 

廃棄物対策については、2017 年７月から３号機の燃料

取り出しに向け、共用プールからキャスク仮保管設備への

輸送を開始した。また、2018 年２月には固体廃棄物貯蔵

庫第９棟、2018 年３月には日本原子力研究開発機構の大

熊分析・研究センター施設管理棟の運用を開始した。 

福島第一原発の廃止措置に向けた取組の国内外に対す

る正確な情報発信については、福島第一原発や周辺地域に

対する誤った認識に起因する住民不安や風評被害の払拭

に寄与するべく、取組を継続している。平成 29年度には、

東京電力の広報体制について東京電力自身と議論を行い、

一元的な広報戦略をとっていくための体制改善を図った

ことにくわえ、前年度に引き続き行ったコンテンツ制作に

ついては、廃炉・汚染水対策の進捗状況を分かりやすく伝

えるためのパンフレットや映像などの作成を行ったほか、

Webページの改善にも取り組んだ。特に、パンフレットの

製作に当たっては、地元の方々の関心や疑問・不安に応え

るため、事前に地元の方々の意見を聴取して反映するなど

といった取組を行った。加えて、資源エネルギー庁ホーム

ページへの特集記事への掲載や、関係省庁の発行する書籍

等への廃炉・汚染水対策の取組の記載など、多くの媒体を

用いた積極的な情報発信を行った。第４回の中長期ロード

マップ改訂により盛り込まれた地元との双方向コミュニ

ケーションの強化に関しては、先述のパンフレット改訂に

際しての地元意見の反映にとどまらず、直接・双方向の対

話の機会を作ることで地域住民との信頼関係を構築する

ことを重視し、以前より行ってきた地域住民との意見交換

を行う車座の取組に加え、今後どのように具体的に双方向

のコミュニケーションを行っていくべきかについて、地元

の方と共に考えることを目的とした座談会を開催した。さ

らに、地域住民の方々と直接接する機会が多い生活支援相

談員や放射線相談員の方が廃炉・汚染水対策の理解を深め、

住民からの不安や疑問に応えられるよう、相談員との意見

交換会を実施し、相談員を対象とした福島第一原子力発電

所の視察も行った。福島第一原子力発電所の視察について

は、教科書における表現をより正確で実態に沿ったものと

する観点から行っている、教科書会社に対しての視察ツア

ーのアレンジをはじめ、より多くの人が、現場の実態を自

分の目で見て、廃炉・汚染水対策の現状を理解できるよう

に、東京電力とも協力して取組を拡大している。また、海

外に対しては 2017 年９月にウィーン(オーストリア)にお

いて開催された国際原子力機関(IAEA)総会を始めとして、

各国政府要人との面談時等において、福島の現状を伝える

映像を上映し、パンフレットを手交しつつ現状を説明する

ことにより、理解の促進を働きかけた。 

 

（２）原子力損害賠償・廃炉等支援機構 

2011年８月 10日に原子力損害賠償支援機構法及び関連

する政省令が公布・施行され、原子力事業に係る巨額の損

害賠償が生じる可能性を踏まえ、原子力事業者による相互

扶助の考えに基づき、将来にわたって原子力損害賠償の支

払等に対応できる支援組織を中心とした仕組みを構築す

るため、同年９月 12 日に原子力損害賠償支援機構が設立

された。政府は、東京電力による迅速かつ適切な賠償の実

施を確保するため、2011年 11月４日に、原子力損害賠償

支援機構と東京電力で作成した「緊急特別事業計画」の認

定を行い、2012 年５月には、迅速な賠償の実施のみなら

ず、着実な廃炉の推進、電力の安定供給の確保、経営合理

化策など、事業運営全体にわたる経営計画を総合的に盛り

込んだ、「総合特別事業計画」の認定を行った。 

2013年 12月には、国と東京電力の役割分担が明確化さ

れた「原子力災害からの福島復興の加速に向けて」が原子

力災害対策本部決定・閣議決定され、これを受けて、政府

は、2014年１月に、認定特別事業計画の変更認定（「新・

総合特別事業計画」の認定）を行った。当該計画において、

東電は、「責任と競争」の両立を基本に、東京電力グルー

プ全体として賠償、廃炉、福島復興等の責務を全うしてい

くとともに、電力の安定供給を貫徹しつつ、電力システム



378 

改革を先取りした新たなエネルギーサービスの提供と企

業価値向上に取り組むこととされた。 

国が前面に立って、より着実に廃炉・汚染水対策を進め

られるよう、原子力損害賠償支援機構の業務に事故炉の廃

炉関係業務等を追加すべく、「原子力損害賠償・廃炉等支

援機構」（以下、「機構」という。）に改組する法案を 2014

年２月に閣議決定し、同年５月に成立した。同年８月 18

日には、原子力損害賠償支援機構が原子力損害賠償・廃炉

等支援機構に改組された。 

2015 年４月には、除染費用の一部について、これまで

の応諾実績等から合理的な見積もりが可能になったこと

を受けて、要賠償額の見通しが約６兆円へと約 7,000億円

増額したことを踏まえ、認定特別事業計画の変更認定

（「新・総合特別事業計画」の一部変更認定）を行った。

当該計画においては、機構は東京電力に対し、損害賠償等

の履行に充てるための資金として、５兆 9,362 億 8,733

万円を 2016年度までに交付することとした。2015年６月

には、「責任と競争」を両立すべく「原子力災害からの福

島復興の加速に向けて」の改訂が原子力災害対策本部決

定・閣議決定され、これを受けて、政府は同年７月に認定

特別事業計画の変更認定（「新・総合特別事業計画」の一

部変更認定）を行った。当該計画においては、2015 年６

月の閣議決定により、避難区域住民の方々の生活再構築に

配慮した精神的損害の賠償の実施や除染費用の一部につ

いて、より一定の予見可能性が生じてきたこと等を受けて、

要賠償額の見通しが約 7.1 兆円へと約 1.1 兆円増額した。

これを踏まえ、機構は東京電力に対し、損害賠償等の履行

に充てるための資金として、６兆 8,864 億 5,833 万円を

2016 年度までに交付することとした。2016 年 3 月には、

出荷制限や風評被害等の見積額の算定期間を延ばしたこ

と等により、要賠償額の見通しが約 7.7兆円へと約 6,000

億円増額したことを踏まえ、認定特別事業計画の変更認定

（「新・総合特別事業計画」の一部変更認定）を行った。

当該計画においては、機構は東京電力に対し、損害賠償等

の履行に充てるための資金として、７兆 4,695 億 8,633

万円を 2016年度までに交付することとした。 

2017 年１月には、2017 年１月以降の農林業に係る新た

な賠償の実施や、出荷制限や風評被害等見積額の算定期間

を延ばしたことに加え、除染等費用の一部について、先例

の積み重ねにより一定の予見可能性が生じてきたこと等

により、要賠償額の見通しは８兆 3,664億 500万円となっ

たことを踏まえ、認定特別事業計画の変更認定（「新・総

合特別事業計画」の一部変更認定）を行った。 

また、2016年秋には、「東京電力改革・１Ｆ問題委員会」

（以下「東電委員会」という。）を設置した。東電委員会

では、福島復興と事故収束への責任を果たすために東京電

力が実施すべき経営改革について検討し、福島の被災者の

方々が安心し、国民が納得し、現場が気概を持って働ける

ような東電改革の具体的な提言の取りまとめを進めた。こ

の結果、2016 年 12 月 20 日の第８回東電委員会で東電改

革提言が公表された。東電改革提言においては、東電は生

産性改革や共同事業体の設立を通じた再編・統合といった

非連続の取組を通じて現状の収益水準を引上げ、必要な資

金を捻出すべきとの提言がなされた。東電及び機構は、東

電改革提言に沿って経営改革の具体像を織り込んだ

「新々・総合特別事業計画」を 2017 年５月に策定し、こ

れを受けて、政府は同年５月に認定を行った。 

2017年２月には、2016年 12月に閣議決定された「原子

力災害からの福島復興の加速のための基本方針」に基づき、

東電が廃炉の実施責任を果たしていくという原則を維持

しつつ、長期にわたる資金需要に対応するための制度を国

が整備し、廃炉の実施をより確実なものとしていく必要が

あるという考え方の下、原子力損害賠償・廃炉等支援機構

法の一部を改正する法律案（以下「改正法案」という。）

が閣議決定され提出された。改正法案は、事故炉の廃炉を

行う原子力事業者（東電）に対し、廃炉に必要な資金を、

毎年度、機構に積み立てることを義務づける等の措置を講

ずることを内容としており、第 193回通常国会において成

立し、2017年 10月に施行された。2018 年３月には、廃炉



379 

等実施計画が東電より機構を経由して提出され、同月、政

府は廃炉等積立金の額の認可を行った。 

 

（３）原子力損害賠償の実績 

東京電力は、原子力損害賠償紛争審査会による中間指針

等を踏まえ、政府による避難等の指示等によって避難を余

儀なくされたことによる精神的損害賠償、財物賠償、営業

損害に係る賠償等について、被害者の個別の状況を踏まえ

て実施しており、2018 年 3 月 31 日時点で、約 8 兆 1,632

億円の支払いが行われた。 

また、東京電力における原子力損害に係る賠償の基準に

ついては、順次策定が行われた。2015 年６月に閣議決定

された「原子力災害からの福島復興の加速に向けて」改訂

を踏まえ、東京電力は、避難指示解除準備区域・居住制限

区域における精神的損害賠償について、早期に避難指示が

解除された場合においても、帰還した住民の方々の生活再

構築のためには復興支援を通じた避難指示解除準備区

域・居住制限区域全体としての環境整備が必要となる点を

踏まえ、2015 年８月から追加賠償の受付を開始した。ま

た、東京電力は、避難指示区域内外の商工業等に係る新た

な営業損害賠償についても、同閣議決定を踏まえ、同年８

月から受付を開始した。避難指示区域内の農林業に係る新

たな営業損害賠償については、2016年 12月に閣議決定さ

れた「原子力災害からの福島復興の加速のための基本指針

について」を踏まえ、2017年４月から受付を開始した。 

 

（４）核燃料サイクル政策 

 核燃料サイクル政策の根幹をなす再処理等は、その事業

に長い期間を要するなどの特徴を有していることから、必

要な資金の安全性・透明性が担保された形で確保すること

が必要である。電力自由化など原子力事業をめぐる事業環

境が変化する中、再処理等が将来にわたって着実に実施さ

れるよう、2016年５月に再処理等拠出金法が成立した。

その上で、この法律に基づき、使用済燃料再処理機構は拠

出金の収納等行った。 

2016年 12月に原子力関係閣僚会議において決定した「高

速炉開発の方針」においては、今後の高速炉の開発方針を

具体化するため、今後 10年程度の開発作業を特定する「戦

略ロードマップ」を策定するとともに、策定に向けて、実

務レベルで技術的な検討を行うため、高速炉開発会議の下

に「戦略ワーキンググループ」を設置することを決定した。

2017年３月に第１回「戦略ワーキンググループ」を開催

して以降、2018年３月までに計８回開催し、「戦略ロード

マップ」の検討体制や、検討事項について議論を行った他、

国内外の有識者からのヒアリングを行った。 

 

（５）福島新エネ社会構想 

2016年３月５日、安倍総理が福島県を訪問した際に、官

民一体の『福島新エネ社会構想実現会議』を設置し、具体

的な検討を同月中に始めるよう経済産業省大臣に指示を

したのを踏まえ、2016年９月に開催された第３回福島新

エネ社会構想実現会議において、「福島新エネ社会構想」

が策定された。同構想は、再生可能エネルギーの導入拡大、

水素社会実現のモデル構築、スマートコミュニティの構築

を３つの柱としており、その実現に向けた取組を推進した。 

 再生可能エネルギーの導入拡大に向けて、2017年度は、

送電網補強のため送電線等の建設、運営を担う福島送電合

同会社が詳細設計を行い、敷設工事に着手しており、福島

県と連携し本送電事業を支援した。 

 水素社会実現のモデル構築に向けては、再エネから水素

を製造する技術（Power to Gas 技術）の開発・実証を進

めるため、2017年８月から、浪江町において再生可能エ

ネルギーから大規模に水素を製造するプロジェクトを開

始した。 

 スマートコミュニティの構築に向けては、新地町・相馬

市・浪江町・楢葉町・葛尾村の 5市町村が取組を実施して

いる。2017年１月に新地町、2017年３月に相馬市及び楢

葉町でスマコミ構築のマスタープランが完成した。上記プ

ランを踏まえ、新地町においては、2017年２月からスマ

コミ構築事業を開始した。 
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（６）再生可能エネルギー政策 

2012年７月に固定価格買取制度（ＦＩＴ）が創設され

て以降、2017年９月末時点で再生可能エネルギーの導入

量は約 2.9倍（約 5,970万 kＷ）に拡大しており、同制度

は再生可能エネルギー推進の原動力となっている。 

一方で、太陽光に偏った導入が進み、制度の認定を受け

ながら稼働しない案件の発生や、国民負担増大への懸念等

の課題が生じたため、「電気事業者による再生可能エネル

ギー電気の調達に関する特別措置法」（以下「FIT法」と

いう。）を改正し、2017年４月１日に施行した。 

また、2017年 12月に、総合資源エネルギー調査会省エ

ネルギー・新エネルギー分科会及び電力・ガス事業分科会

の下に「再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネット

ワーク小委員会」を設置し、再生可能エネルギーの大量導

入とそれを支える次世代電力ネットワークの在り方につ

いて、政策対応の具体化に向けた検討を行った。 

2018年度以降の調達価格等については、2017年９月 28

日から調達価格等算定委員会（以下「委員会」という。）

において議論が開始され、委員会は、「平成 30年度以降の

調達価格等に関する意見」を 2018年２月７日に取りまと

めた。この意見を尊重する形で、2018年３月 30日に、2018

年度以降の調達価格等が告示された。 

 

（７）電力・ガスシステム改革 

2016 年 4 月に電力の小売全面自由化が始まり、旧一般

電気事業者や旧特定規模電気事業といった類型に代わる

区分として、小売電気事業（登録制）、送配電事業（許可

制）、発電事業（届出制）という事業ごとの類型を設け、

それぞれ必要な規制を課すこととなった。2016 年９月に

は、競争活性化の方策とともに、自由化の下でも公益的課

題への対応を促す仕組みの整備のため、総合資源エネルギ

ー調査会基本政策分科会の下に電力システム改革貫徹の

ための政策小委員会を設置し、競争活性化の方策と競争の

中でも公益的課題への対応を促す仕組みの具体化に向け

た検討を経て、2017 年２月に中間取りまとめを行った。

また、エネルギー基本計画（2014 年４月閣議決定）を踏

まえ、エネルギー分野の市場の垣根を撤廃し、電力システ

ム改革と併せて、ガスシステム改革及び熱供給システム改

革を一体的に推進するための検討を進めた。2015 年６月

には、電力システム改革の第３段階である「法的分離の方

式による送配電部門の中立性の一層の確保や電気の小売

料金の全面自由化」の実施、システム改革を一体的に推進

するために必要な措置や、ガスの小売全面自由化等を定め

た電気事業法等の一部を改正する等の法律案が、第 189

回通常国会において成立した。 

2017 年 4 月にガスの小売全面自由化が始まり、旧一般

ガス事業や旧大口ガス事業といった類型に代わる区分と

して、ガス小売事業（登録制）、一般ガス導管事業（許可

制）、特定ガス導管事業（届出制）、ガス製造事業（届出制）

という事業ごとの類型を設け、それぞれ必要な規制を課す

こととなった。 

 

（８）石油・ＬＰＧ 

（ア）ＬＮＧ市場戦略 

近年のＬＮＧの調達環境の変化を受け、世界最大のＬＮ

Ｇ輸入国である我が国が主導する形で、流動性の高いＬＮ

Ｇ市場を実現すべく、2016 年 5 月、Ｇ７エネルギー大臣

会合において「ＬＮＧ市場戦略」を発表した。 

2017 年度は、仕向地制限条項の緩和等によるＬＮＧの

取引容易性の向上、オープンかつ十分なインフラの整備、

ＬＮＧの需給を反映した価格指標の確立に向けて、ＥＵ、

インドとのＬＮＧ協力覚書の署名とこれに基づくワーク

ショップ等の開催、日米協力の下でのＬＮＧワークショッ

プ開催、ＬＮＧ産消会議における「世耕イニシアチブ」の

発表などを行った。 

（ウ）エネルギー供給構造高度化法三次告示 

国内石油需要の減少と新興国における精製能力向上によ

り、国内石油事業者は厳しい競争環境に直面している。こ

うした状況の中、国内精製能力の維持、国際競争力の強化

等を行うべく、国内にある残油処理装置の稼働を高め、減
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圧蒸留残渣油処理率を向上させることを目標とした「エネ

ルギー供給構造高度化法」の新たな判断基準（三次告示）

を 2017年 10月に策定した。 

（エ）ガソリン適正取引慣行ガイドラインの策定 

総合資源エネルギー調査会資源・燃料分科会中間論点整

理（2016 年７月）において、石油製品における卸取引の

一層の透明化・適正化について議論を深め、事業者に対す

るガイドラインの策定を進めるべき旨が提言された。これ

を受け、2016年 10月以降開催されてきた石油精製・流通

研究会での議論を踏まえ、公正な競争環境の構築を図る観

点から、望ましい取引慣行やベストプラクティスをまとめ

た「ガソリン適正取引慣行ガイドライン」を策定した。 

 

２．エネルギーをめぐる現状 

２．１．世界のエネルギー需給の動向 

（１）世界のエネルギー需要の動向 

（ア）世界のエネルギー消費量（一次エネルギー）は経済

成長とともに増加を続けており、石油換算で 1965年の 37

億トンから年平均 2.5％で増加し続け、2016 年には 133

億トンに達した。 

（イ）特に 2000 年代以降アジア大洋州地域は新興国が牽

引して消費伸び率が高くなっている。 

（ウ）一方、世界のエネルギー消費量に占めるＯＥＣＤ諸

国のエネルギー消費の割合は、1965年の 70.8％から 2016

年には 41.6％へと約 29 ポイント低下した。経済成長率、

人口増加率ともに開発途上国と比較し低くとどまってい

ることや産業構造が変化し省エネルギー化が進んだこと

が影響している。(参照：図 世界のエネルギー消費量の

推移（地域別、一次エネルギー）) 

 

 

 

 

 

 

図 世界のエネルギー消費量の推移（地域別、一次エネルギー） 

 

 

（２）世界のエネルギー消費の動向 

（ア）2016 年現在の世界のエネルギー消費は、石油が

33.3％、石炭が 28.1％、天然ガスが 24.1％となっており、

化石燃料が全体の約 85.5％を占めている現状にある。 

また、1965年から 2016年にかけて、消費の伸び率が最も

大きかったのは原子力(年平均 9.5％)と風力、太陽光など

の他再生成可能エネルギー（同 12.3％）である。 

（イ）しかしながら、2016 年時点のシェアはそれぞれ

4.5％及び 3.2％と、エネルギー消費全体に占める比率は

大きくなかった。（参照：図 世界のエネルギー消費量の

推移（エネルギー源別、一次エネルギー）） 

 

図 世界のエネルギー消費量の推移（エネルギー源別、一次エネルギー） 

 

 

 

（出所）BP「Statistical review of world energy 2017」を基

に作成 

（注 1）1984年までのロシアには、その他旧ソ連邦諸国を含む。   

（出所）BP「Statistical Review of World Energy 2017」を基に

作成 

（注）端数処理の関係で合計が 100%にならない場合がある。 



382 

２．２．我が国のエネルギー需給の動向 

（１）我が国のエネルギー需要の動向 

（ア）経済活動にとって必要不可欠なエネルギー消費は、

1960年代の高度経済成長と連動して大きく増加した。 

（イ）1970年代～1980年代前半においては、1970年代に

起きた２度のオイルショックを経て、産業部門を中心とす

る国民各層の省エネ努力等により省エネと経済成長を同

時達成した。 

（ウ）部門別に見ると、オイルショック以降産業部門がほ

ぼ横ばいで推移している一方、民生（家庭、業務）・運輸

部門は増加している。その結果、1973年から 2016年まで

の伸びは、産業部門が 0.8倍、民生（家庭）部門が 1.9

倍、民生（業務）部門が 2.1倍、運輸部門が 1.7倍となっ

ている。 

（参照：図 最終エネルギー消費と実質ＧＤＰの推移） 

 

（２）我が国のエネルギー供給の動向 

（ア）我が国のエネルギー供給は、国内炭が 1960年代以

降に競争力を失う中、これを石油が代替し、オイルショッ

ク前には一次エネルギー供給の大宗を占めてきた。例えば、

1973年度には一次エネルギー供給の 75.5％を石油に頼っ

ている状態であった。 

その後、1970年代の２度にわたるオイルショックを経

て、原油価格高騰と石油供給途絶の脅威を経験した我が国

は、省エネルギーを推進するとともに、エネルギー供給を

安定させるため、1980年に制定された石油代替エネルギ

ーの開発及び導入の促進に関する法律（石油代替エネルギ

ー法）に基づき、海外炭、天然ガス、原子力等石油代替エ

ネルギーの導入を促進した。この結果、石油への依存度は

５割以下に大きく低下した（一次エネルギー供給に占める

石油の割合：75.5％（1973年度）→39.7％（2016年度））。 

（イ）しかし、天然ガス（23.8％）・石炭（25.4％）の割

合も高くなっており、化石燃料全体の一次エネルギー国内

供給に占める割合は 88.9％（2016年度）と極めて高い水

準となっている。したがって、再エネの更なる導入拡大や、

安全性の確認された原発の再稼働、化石燃料の有効利用な

ど、エネルギー供給構造の高度化を図る必要がある。  

(参照：図 日本の一次エネルギー国内供給の推移) 
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図 最終エネルギー消費と実質ＧＤＰの推移 

 

 
 

図 日本の一次エネルギー国内供給の推移 

 

 

（出典）資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」、内閣府「国民経済計算」、日本エネルギー経

済研究所「エネルギー・経済統計要覧」を基に作成 

(注 1) Ｊ(ジュール)=エネルギーの大きさを示す指標の一つで、1MJ＝0.0258×10-3原油換算 kl。 

(注 2) ｢総合エネルギー統計｣は、1990年度以降の数値について算出方法が変更されている。 

(注 3)産業部門は農林水産鉱建設業と製造業の合計。 

(注 4)1993年度以前の GDPは日本エネルギー経済研究所推計。 

（出典）資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」を基に作成 

(注 1) ｢総合エネルギー統計｣では、1990年度以降、数値について算出方法が変更されている。 

(注 2) ｢再生可能エネルギー等(水力除く)｣とは、太陽光、風力、バイオマス、地熱などのこと(以下同様)。 
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３．多国間枠組み等を通じた資源国等との関係強化 

３．１．Ｇ７エネルギー大臣会合 

2017 年５月、イタリア（ローマ）にてＧ７エネルギー

大臣会合が開催され、高木経済産業副大臣（当時）が出席

した。 

 同会合では、①エネルギー安全保障の強化、特に、天然

ガス分野における安全保障の促進、②再エネの導入拡大に

対応した強靱なエネルギーシステム構築や、ベースロード

電源・脱炭素エネルギーとしての原子力の意義、③安全で

持続可能なエネルギーへの投資促進などについて記載し

た議長総括を発出した。日本は、流動性の高い LNG市場の

実現に向けた議論をリードするとともに、経済成長と CO2

排出削減を両立させるための質の高いエネルギーインフ

ラへの投資や、エネルギー安全保障の強化に向けた上流開

発投資の重要性、及びクリーン技術のイノベーションに関

する持続的な国際研究の実施の重要性などを発信した。 

 

３．２．Ｇ２０エネルギー大臣会合 

 2017年 7月に、ドイツ(ハンブルク)において、G20ハン

ブルク・サミットが開催され、安倍総理が出席した。G20

サミットでは、気候変動・エネルギー分野の成果として、

「G20ハンブルグ気候・エネルギーに関する行動計画」に

合意し、エネルギー安全保障の確保に向け、引き続き、エ

ネルギー商品及び技術のための、開放的かつ柔軟で透明性

の高い市場に、引き続き取り組むことを確認し。同計画で

エネルギー分野については、再生可能エネルギー、原子力、

天然ガスを含む持続可能で温室効果ガスの排出が少ない

エネルギー源に依拠したエネルギー・システムの多様化、

省エネやイノベーションの推進、エネルギーアクセスの確

保等に向けた行動を記載している。なお、今後の G20議長

国については、2018 年はアルゼンチン、2019 年は我が国

が務めることになっている。 

 

３．３．ＡＳＥＡＮ＋３/ＥＡＳエネルギー大臣会合 

 2017年９月に、フィリピン（マニラ）において第 14回

ＡＳＥＡＮ＋3 エネルギー大臣会合及び第 11 回ＥＡＳエ

ネルギー大臣会合が開催された。 

昨年我が国より提案し、東アジア・アセアン経済研究セン

ター（ERIA）より実施された「アジアにおける天然ガス利

用促進のための政策オプション調査」の報告が行われ、東

アジア地域における天然ガス需要は 2030 年までに現在の

２倍以上に増加することや、そのために 800億ドル以上の

投資が必要であることが示された。各国は、流動的な LNG

市場構築のため、LNG分野への投資促進や、人材育成・法

制度整備、LNG需要開拓に向けて努力していくことで合意

した。 

また、我が国より ASEAN各国の進捗レベルに合わせた、よ

りきめの細かい省エネルギー協力を強化していくことを

提案し、各国から感謝の意が表された。 

さらに、各国の政策立案に貢献するエネルギー政策研究を

加速するため、2015 年に我が国から提案し、東アジア・

アセアン経済研究センター（ERIA）が作成した「EAS中長

期エネルギー政策調査研究ロードマップ」が採択された。 

 

３．４．クリーンエネルギー大臣会合 

クリーンエネルギー大臣会合(ＣＥＭ)は、世界の主要

25 か国及び地域から構成される、クリーンエネルギーの

普及促進を目的とした唯一の国際会合である。2017 年６

月に、中国（北京）において第 8回ＣＥＭ大臣会合が開催

され、我が国からは大串経済産業大臣政務官（当時）が出

席した。 

本会合では、クリーンエネルギーは加盟国の多様な政策

目標を下支えするものであり、CEMは、各加盟国のクリー

ンエネルギー目標の実現に貢献するものであるとの認識

が再確認された。日本からは、EV等の分野での新たな CEM

の活動に参加し、クリーンエネルギー技術の推進をリード

する我が国の知見の共有等を通じて貢献していく意向を

表明した。 

 

３．５．ＬＮＧ産消会議 2017  

2017年 11月、経済産業省及びアジア太平洋エネルギー

研究センター（ＡＰＥＲＣ）の主催で、ＬＮＧの生産国・

消費国双方の官民が集う国際会議であるＬＮＧ産消会議

を開催した。閣僚級、関係企業のトップを含め、世界 32

カ国・地域から 1,200人を超える関係者が参加した。今回

の会議ではアジア LNG 市場の拡大に向けた産消連携やイ

ノベーションと新たなビジネスモデル、運輸部門の LNG

需要可能性、及びスポット市場の拡大等について議論を行

った。世耕大臣からは、アジア市場拡大に向けた日本とし

ての「2つの貢献」として、アジア需要の立ち上げに向け
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て官民で 100 億ドル規模のファイナンスを用意すること、

今後５年で 500 人の人材育成の機会を提供することを示

した。また、世耕経済産業大臣は、本会議に参加した 11

名の大臣等及び１名の国際機関事務局長とのバイ会談を

行い、国際ＬＮＧ市場の発展に向けた協力や、各国との個

別のエネルギー分野に関する意見交換を行った。 

 

３．６．日露エネルギー協力 

2017 年４月、世耕経済産業大臣は訪日したノヴァク・

エネルギー大臣との間で｢日露エネルギー・イニシアティ

ブ協議会｣第３回会合を開催し、協力ごとのスケジュール

や解決すべき課題を記載した作業計画が取りまとめられ

たことを高く評価するとともに、作業計画に基づいた取り

組みを加速させることで一致した。 

また、2017 年９月には、安倍総理及び世耕経済産業大

臣がロシア(ウラジオストク)を訪問した際に、世耕経済産

業大臣とノヴァク・エネルギー大臣との間で｢日露エネル

ギー・イニシアティブ協議会｣第４回会合を開催し、炭化

水素、原子力、再生可能エネルギー・省エネルギーの各分

野での具体的な協力案件の確認、今後のさらなる推進に向

けた協議を行った。 

さらに、2018 年２月、オレシュキン経済発展大臣とノ

ヴァク・エネルギー大臣が訪日し、オレシュキン経済発展

大臣との間で｢｢協力プラン｣の具体化に関する日露ハイレ

ベル作業部会｣第２回会合を開催し、エネルギー協力を含

む８項目の｢協力プラン｣の具体化に関する進め方につい

て協議を行った。また、これに先立ってノヴァク・エネル

ギー大臣と｢日露エネルギー・イニシアティブ協議会｣第５

回会合を開催し、炭化水素、原子力、再生可能エネルギー・

省エネルギーの各分野での具体的な協力案件の確認、今後

のさらなる推進に向けた協議を行った。 

成果の例として、2017 年９月の独立行政法人石油天然

ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）とイルクーツク石油の

間の東シベリアにおける共同探鉱プロジェクトの実施の

ための合弁事業設立に係る枠組み合意及び同年 11 月の対

象鉱区における地質調査の開始、2018 年１月の省エネル

ギーセンター及びカムチャッカエネルギーセンターの協

力による、カムチャッカ地方における省エネルギー診断お

よびセミナーの実施、2018 年２月の NEDO、ルスギドロ及

びサハ共和国の協力による、サハ共和国における風力発電

を含むエネルギーインフラ実証の開始等があげられる。こ

れら事業により、我が国のエネルギー供給源多角化・安定

供給確保、日本のエネルギー技術の導入及び両国間の経済

関係強化につながることが期待される。 

 

３．７．日米エネルギー協力 

2017年 10月に行われた麻生日本国副総理とペンス米国

副大統領による日米経済対話第２回会合では、エネルギー

連携について、日米両国は、LNG液化天然ガス、高効率石

炭、CCUS（二酸化炭素回収・利用・貯留）、民生用原子力、

エネルギーインフラを含む様々なエネルギー案件に係る

具体的な成果が近い将来に発表されることを期待するこ

とで一致した。 

2017年 11月には、トランプ米国大統領が訪日し、安倍

総理と会談を行った。会談において、日米両国の首脳は、

日米間のエネルギー協力を強化するため、「日米戦略エネ

ルギーパートナーシップ(JUSEP)」を、日米経済対話の枠

組みの中で進めていくことで一致した。さらに、日下部資

源エネルギー庁長官とハーディ米国貿易開発庁代表代行

との間で、第三国におけるエネルギーインフラ開発支援、

インフラ調達制度の構築支援及び情報交換等に関する協

力覚書に署名した。 

 

３．８．ＵＡＥにおける石油権益の再獲得等 

世界有数の埋蔵量と生産量を誇る巨大油田群を保有す

るアラブ首長国連邦（ＵＡＥ）について、2016 年度に引

き続き、2017年 7月に高木経済産業副大臣が、2017年 11

月に西銘経済産業副大臣が、2017年 10月、2018年１月に

は世耕経済産業大臣が訪問し、ムハンマド・アブダビ首長

国皇太子を始めとする政府要人に対し、2018 年に権益期

限を迎えるアブダビ海上権益等の日本企業の石油権益の

再獲得等について働きかけを行った。こうした取組により、

2018年２月、国際石油開発帝石株式会社(ＩＮＰＥＸ）が

アブダビ政府及びアブダビ国営石油会社（ＡＤＮＯＣ）と

の間で、アブダビ海上に位置する下部ザクム油田の 40 年

間、10%の権益を再獲得した。また、同時に、2017年１月

の基本合意に基づきサター油田及びウムアダルク油田に

ついても権益を延長した。 
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